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平成１８年度決算の状況
（億円、％）

増減率増減額《連結決算の状況》

前期比
１８年度

＋5.6＋811,536連結経常費用　　　　　　　（△）

＋48

＋146

＋227

＋14.4378連結当期純利益

＋25.1727連結経常利益

＋11.22,264連結経常収益

＋44.8＋92298法人税等（△）

《静岡銀行単体の状況》

＋0.9＋0△8特別損益

＋11.6＋2001,924経常収益

＋26.7＋141668経常利益

＋27.2＋141660税引前当期純利益

＋15.6＋49363当期純利益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額 （△）

経　　費 （△）

＋149.6
＋29.3

＋100.0

＋31
＋11
＋52

53
46
52

うち不良債権処理額 （△）
うち株式等関係損益
うち退職給付制度改定に伴う収益

＋46.4＋1960臨時損益

＋9.3＋52610基礎的業務純益 ※

＋25.1＋122608

△150.0△38△13

＋1.2＋9741

＋3.1
＋0.1

＋42.8
＋141.7
＋66.7

＋34
＋0
＋7

＋51
＋31

1,120
178
22
15

△16

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

＋7.4＋921,335業務粗利益

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

トップライン拡大

業務純益・基礎的業務純益は過去最高

経常利益・当期純利益は過去最高 2

連 結 経 常 収 益 前期比＋２２７億円増収（３期連続）

連 結 経 常 利 益 前期比＋１４６億円増益（５期連続）

経 常 収 益 前期比＋２００億円増収（３期連続）

業 務 粗 利 益 前期比＋９２億円増益（３期連続）

業 務 純 益 前期比＋１２２億円増益（２期振り）

基礎的業務純益 前期比＋５２億円増益（６期連続）

経 常 利 益 前期比＋１４１億円増益（５期連続）

当 期 純 利 益 前期比＋４９億円増益（２期振り）

＋５１５８　　預金等利息

△４１９６　　有価証券利息配当金

△１２３４国際業務部門

＋８５９５８うち貸出金利息

＋４６１，０８６国内業務部門

前期比18年度〔資金利益内訳〕

連結経常利益・連結当期純利益は過去最高



14,442

12,227

15,499

13,130

16,830

14,193

16年度 17年度 18年度

銀行全体 うち静岡県内

20,949

16,909

21,835

17,305

23,157

18,019

16年度 17年度 18年度

銀行全体 うち静岡県内

うち個人向け貸出金残高（平残）の推移うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移

貸出金の状況

（億円） （億円）

企業規模別貸出金残高(平残)の増減

平成18年度の総貸出金残高（平残）は５４，９５５億円と前

期比＋３，０９３億円　（年率＋６．０％）の増加

・中小企業向け貸出金残高は ２３，１５７億円と
　同＋１，３２２億円増加（年率＋６．１％）

・個人向け貸出金残高は１６，８３０億円と
　同＋１,３３１億円増加（年率＋８．６％）
　（消費者ローン:同＋１，４４５億円、年率＋９．５％）

・中央政府を含む公共向け貸出金残高は１，５５７億円と
同△１８４億円減少（年率△１０．６％）

公共向け
(中央政府を含む)

△１８４

【18年度貸出金増減額内訳】

3

＋
３
，
０
９
３

（億円）

総貸出金残高（平残）の推移

50,163

34,118

10,193

51,862

35,109

9,994

54,955

36,853

10,462

16年度 17年度 18年度

銀行全体
うち静岡県内
大企業・中央政府向

（億円）

＋＋１，７４４１，７４４

＋３，０９３

大・中堅企業
＋４７６

個人
＋１，３３１

中小企業
＋１，３２２

海外 ＋１４７

＋＋７１４７１４

～～

＋１，３２２

～～

＋＋１，０６３１，０６３

＋１，３３１

～～

●

26.5％
●

26.0％

●

27.3％

県内金融機関におけるシェア（末残）



1,459

1,615

1,517

1,642

2,949

2,899

3,040

3,018

-100

500

1,100

1,700

2,300

2,900

3,500

16年3月末 17年3月末 18年3月末 19年3月末

うち株式

有価証券の状況

有価証券平均残存期間の推移

有価証券の平均残存期間は円貨債券が２．６０年、外貨債券が１．６７年と短期を維持

平成１９年３月末の株式・債券・投資信託等の有価証券評価損益は＋３，０１８億円と１８年３月末比＋１１９億円、うち株式
評価損益は＋３，０４０億円と１８年３月末比 ＋９１億円増加

有価証券評価損益の推移

有価証券残高の推移

平成１９年３月末の有価証券残高は２２，４６６億円と１８年３月末比 △１，０６２億円減少

有価証券利回り（期中平均）は１．８３％と前期比＋０．１４ポイントの上昇

4

3,843

2,878

3,510

850

9,369

20,450

4,864

2,931

3,859

1,431
8,871

21,956

5,485

4,430

4,594

1,760
7,259

23,528

5,989

4,565

5,443

1,875
4,594

22,466

１６年３月末 １７年３月末 １８年３月末 １９年３月末

国債

地方債

社債

株式

その他（「その他」には外貨債券を含む）

（億円）

△１，０６２△１，０６２

（億円）

＋１１９＋１１９

＋９１＋９１

11，715.39円 11，668.95円 17,059.66 円 17,287.65円日 経 平 均 株 価

２．０７年

２．３９年

１７年３月末

１．８３年

２．５１年

１８年３月末

２．６０年２．１４年円 貨 債 券

１．６７年１．４３年外 貨 債 券

１９年３月末１６年３月末

〈社債〉〈社債〉
＋８４９＋８４９

〈国債〉〈国債〉
△２，６６５△２，６６５



預金・預り資産の状況
平成１８年度の国内営業店預金残高（平残）は６４，５７６億円と前期比＋７５２億円の増加

　うち個人預金残高は４８，２７４億円（同 ＋５８８億円）、静岡県内預金残高は５７，２７４億円（同 ＋１，０５１億円）と増加
　なお、譲渡性預金（NCD）残高は２，２０４億円と前期比＋４６６億円の増加、譲渡性預金を含む国内営業店預金残高は６６，７８０
億円（同 ＋１，２１８億円）と増加

　総預金残高は採算を重視し、オフショア預金（同 △５１４億円）を減少させたため、６６，６８３億円（同 ＋１７３億円）に
とどまる
平成１９年３月末の静銀ティーエム証券㈱を含む個人預り資産残高は６０，４０２億円（１８年３月末比 ＋２，１５３億円）
うち円貨預金および譲渡性預金を除く個人預り資産残高は１１，７８８億円（同 ＋９８３億円）

　

預金残高（平残）推移 個人預り資産（末残）推移

5

63 ,688

55,746

63,824

56,223

64,576

57,274

16年度 17年度 18年度

国内店 静岡県内

（億円）

うち個人預金

42,634

静岡県内の金融機関におけるシェア（末残）

＋７５２＋７５２

＋１，０５１＋１，０５１

47,296

48,27４

43,824
47,686

43,095＋５８８＋５８８

●

26.1％

●

26.1％

●

26.6％

46,764

11504
255

5,569

1,576

1,222

55,901

47,438

6338
252

5,400

2,747

2,068

58,249

48,614

266
218

4,529

3,967

2,808

60,402

17年3月 18年3月 19年3月

（億円）

60,000

0

50,000
公共債

円貨預金

投資信託

外貨預金

１
１
、
７
８
８
億
円

１
０
、
８
０
５
億
円

９
、
１
２
６
億
円

＋２，１５３＋２，１５３

静銀ﾃｨｰｴﾑ
証券
　＋740

個人年金
保険
＋1,220

＋９８３＋９８３

譲渡性
預金

～～



414
37

451 1,079

35

1,114

1,477

27

1,504

1,495

50

1,545

16年度 17年度 18年度 19年度計画

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

16

195

211

30

193

223

41

200

241

43

208

251

16年度 17年度 18年度 19年度計画

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

手数料収益
手数料収益は、役務費用が増加しているが、投資信託・保険窓販の手数料が順調に推移

投資信託は、静銀ティーエム証券との「投信紹介スキーム」が収益獲得に大きく寄与

保険窓販は、引き続き高収益の変額年金を中心に高水準を維持（１８年度 地銀販売額第１位）

手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券）手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券）

17.5％
16.9％
●

手数料収益比率
（静銀ティーエム証券を含む）

●

1,084
1,171 1,220 1,250

16年度 17年度 18年度 19年度計画

保険窓販額保険窓販額

36

52

（億円）

（億円）

（億円）

投資信託窓販額投資信託窓販額

6

17.5％

●
●

●

35

●

●

●
11

●

手数料収益（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）●

手数料収益●

48

25

●

17.3％

55
●

●
37



90

17 21
47 40

0.070.09
0.18

0.03 0.04

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

与信費用比率

与信費用

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額 －貸倒引当金取崩額、与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残

　17年度の（　）は、貸倒実績率の算定期間変更による特殊要因を控除した場合

（億円）

与信費用：１８年度 ４０億円（前期比 △７億円）

・地価下落 　 ９億円

・債務者区分の変更等１２１億円
・格上、回収等による個別引当金
取崩 △９５億円
合計 ３５億円

一般貸倒引当金繰入額 △１３億円（前期比 △３８億円）

不良債権処理額 　５３億円（ 〃 ＋３１億円）

（うち個別貸倒引当金純繰入額 ３５億円）

与信費用の推移

与信費用比率は巡航速度で推移

7

（0.04）

（％）

■

（22）



不良債権の状況
リスク管理債権の状況（単体ベース）リスク管理債権の状況（単体ベース）

21%

79%

延滞なし 延滞

89%

11%4%

96%

延滞なし 延滞

49%

51%

要 管 理 先

開示額 277億円
（カバー率 46.3％）

破 綻 懸 念 先

開示額 1,243億円
（カバー率 89.3％）

実 質 破 綻 先
開示額 373億円
（カバー率 100％）

～部分直接償却を実施した場合の１４６億円と、信用保証協会の保証付貸出金の８６４億円を控除した場合のリスク管理債権総額は９５７億円と
なり、部分直接償却額を控除した総貸出金に占める割合は１．６８％（１８年３月末比△０．５１ポイント）

カバー率８５．７％（１８年３月末比 ＋２．６ポイント）

破綻先債権

延滞債権
（破綻懸念
先・実質破
綻先）

3ヵ月以上
延滞・貸出
条件緩和債
権（要管理
先）

７５億円（3.8％）

（82.1％）

１，６１６億円

２７７億円
（14.1％）

１，９６８億円

平成１９年３月末のリスク管理債権の総額 １，９６８億円（１８年３月末比 △２２６億円）

リスク管理債権比率３．４５％（１８年３月末比 △０．６５ポイント）

・破綻懸念先以下 △２１９億円
・貸出条件緩和債権

３カ月以上延滞債権 　△７億円

不良債権の

オフバランス化実績

不良債権の

オフバランス化実績

２，８０４

△８０６

（△６８０）

＋８２３

（＋７１１）

１５年度

２，４９９

△８６４

（△５７１）

＋５５９

（＋５５９）

１６年度

１，９６８２，１９４リスク管理債権

△７１５

（△６０４）

△８６１

（△６９０）

オフバランス化

（うち破綻懸念先以下）

＋４８９

（＋４８９）

＋５５６

（＋５５６）

新規発生

（基準変更要因除き）

１８年度１７年度

（億円）
〔内訳〕

３２３破綻懸念先

９２実質破綻先・破綻先

７４要管理先

（億円）

本人弁済・預金相殺 １３７億円

担保処分・代位弁済 ２１１億円

格 上 １１１億円

債権売却 ９５億円

直接償却 ５０億円

６
０
４
億
円
の内

訳 8

１９年３月末リスク管理債権の内訳

△２２６



11.39

10.18
9.78

10.69 10.86

12.16

14.55
13.6613.64

8

9

10

11

12

13

14

15

16

１８／３末 １９／３末(旧基準） 19/3末(バーゼルⅡ)

8.45 6.18 6.29

0

5

10

15

20

１８／３末 １９／３末(旧基準） 19/3末（バーゼルⅡ)

TierⅠに占める税効果相当額の割合

自己資本比率の状況

ＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）

平成１９年３月末バーゼルⅡ(新基準)による自己資本比率は１４．５５％と、旧基準に比べ信用リスク･アセット額の減少により上昇（信
用リスクは基礎的内部格付手法、オペレーショナルリスクは粗利益配分手法を採用）

バーゼルⅡでは、信用リスク･アセットの計算方法の精緻化に伴い、格付の高い事業法人向け貸出や住宅ローンなどの信用リスク・
アセット額が大幅に減少

リスクアセットの推移

9

（％）

（％）

ＢＩＳ自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

〔ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ〕〔旧基準〕

2,709

220

44,620

47,549

19年

3月末B

＋2,709

－

△9,420

△6,711

旧基準比

（B－A）

△39220259
ﾏｰｹｯﾄ･ﾘｽｸ相当
額に係る額

－

＋2,100

＋2,061

18年

3月末比

－－
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

54,04051,940
信用ﾘｽｸ・ｱｾｯﾄの
額

54,26052,199リ ス ク ア セ ッ ト

19年

3月末A

18年

3月末（億円）

中核自己資本比率※

※中核自己資本は自己資本のうち基本的項目（TierⅠ）から税効果相当額を
控除したもので、これを分子として算出した自己資本比率を中核自己資本
比率といいます。

<バーゼルⅡの計算方法>
信用リスク：基礎的内部格付手法
オペレーショナルリスク：粗利益配分手法



配当政策

配当額の推移

１３．００円（６．５０円）１３．００円１０．００円８．５０円７．００円一株当たり配当額（年間）

０．７８％

１５年度

０．８４％

１７年度

１．０３％

１８年度

―

１９年度予想

０．７８％配当利回り(配当/期末株価)

１６年度

平成１８年度１株当たり配当額(年間)１３．００円は、地銀最高水準(配当性向２５．４％、配当利回り１．０３％)

平成１９年度については、配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準の配当維持を目指し、市場動向、業績等を総合的に
勘案して決定する

10

※（　）は中間配当額

２２．６

２２．６

３１４

７１

－

７１

１７年度

累計　　２，２７０３６３３５０２６６当期純利益④

２５．４

２５．４

９２

－

９２

１８年度

５０．８

１８．７

１３５

８５

５０

１５年度

１７．２

１７．２

６０

－

６０

１６年度

累計　　　　５５８年間配当額①

累計　　　　９１５自己株式取得額②

累計　　１，４７３株主還元額③＝①＋②

平均　　　２４．６配当性向①/④×100

平均　　　６４．９株主還元率③/④×100

9～18年度（10年間）

（単位：億円、％）
株主への利益配分の状況



静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

（株式公開支援、中小企業
再生支援業務）

グループ会社の状況

グループ会社（連結子会社１１社･持分法適用関連会社1社）は、経
常収益４８２億円（前期比＋４１億円）、経常利益５６億円（同＋
７億円）と増収増益

静銀セゾンカード㈱は、平成１９年４月からクレジットカード
｢ALL-S｣の受付を開始

静岡キャピタル㈱は、中小企業基盤整備機構が出資する再生
ファンドのうち、全国で初めて再生支援１社が完了

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱

静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱

欧州静岡銀行

静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱

静銀信用保証㈱

静銀ﾘｰｽ㈱

３億円経常利益

５７億円経常収益

２億円経常利益

４億円経常収益

１７億円経常利益

２３６億円経常収益

８億円経常利益

１２億円経常収益

１８億円経常利益

４１億円経常収益

１億円経常利益

２８億円経常収益

０．７億円経常利益

７億円経常収益

０．１億円経常利益

３６億円経常収益

１億円経常利益

３４億円経常収益

０．７億円経常利益

５億円経常収益

４億円経常利益

２２億円経常収益

11

（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務等）

（経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務）

（リース業務）

（信用保証業務）

（銀行業務、証券業務）

（担保不動産評価、債権書類保管）（為替等集中化処理業務）（労働者派遣業務、営繕業務等）

（証券業務）

（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務等）

静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ(株)
（ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務等）

　　経常収益 　－ 　億円
　　経常利益 △０．６億円
　 ※持分法適用会社



0.83 0.83 0.81 0.84 0.82 0.84

0.950.99
1.04 1.041.06

1.10 1.10
1.16

1.21

1.90 1.88 1.86 1.85 1.86 1.86 1.90
2.00 2.022.02 2.03 2.022.05

0.90
0.81 0.820.810.84

2.15
1.861.861.861.89

2.02

1.86

0.7

1.2

1.7

2.2

H17/9月10月 11月 12月H18/1月2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月H19/1月2月 3月 4月

金利上昇による収益への影響

12

現状の貸出金・預金構成で、金利上昇時においても、引き続き資金利益の向上が期待できる

貸出金利は平成１８年７月の政策金利引上げ以降、上昇傾向が続いている

２．６

３．９

６．８

１．５

１．３

２．６

４．０

５．５

平残（構成比）

（37.3）

（59.7）

（100.0）

（26.6）

（23.6）

（47.1）

（73.4）

（100.0）

０．０３

０．００

０．０１

１．７７

０．５５

２．２２

１．６８

１．７０

利回り

（38.3）

（57.7）

（100.0）

（26.7）

（24.1）

（46.9）

（73.3）

（100.0）

定期性預金

流動預金

０．２１６．６預 金

０．１７３．９

２．５２２．４
短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ

基準

市場連動

１．８７１．４固定金利

２．５

１．２

３．８

５．２

平残（構成比）

１．０６

０．２５

２．０５

２．００

利回り

変動金利

貸出金

〔１８年３月〕　　　　　〔１９年４月〕

円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較）円貨貸出金・預金構成の変化（単月比較） 貸出金利（月中平均）の推移貸出金利（月中平均）の推移

1.75 1.74 1.72 1.73
1.70 1.72 1.72 1.72 1.73

1.76

1.84
1.87 1.86 1.87 1.89 1.89

1.92

2.00

1.50 1.51 1.50 1.48 1.48 1.48 1.49 1.49 1.49
1.51

1.56

1.63
1.67 1.67 1.67 1.69 1.69

1.73

1.82

2.19 2.17 2.16 2.15 2.14 2.13 2.12 2.11 2.11 2.11 2.12 2.12

2.20 2.20 2.22
2.25 2.24 2.25

2.33

1.72
1.75

1.50

2.20

1.5

2.0

H17/9月10月 11月 12月H18/1月2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月H19/1月2月 3月 4月

（％）

法 人

個 人

全 体

うち企業規模別法人貸出金利の推移うち企業規模別法人貸出金利の推移

（％）

大･中堅企業

中小企業

＋１．７９＋１．７９＋１．６９＋１．６９ + 0 . １ ０〔預貸利回り差〕

（兆円、％）



5 ,503

6 ,357

7 ,672
8 ,414

8 ,889

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末

-11.3%

-0.8%

-20.7%

-8.8%
-4.2%-3.5%

-0.7%

5.6%

静

岡
A
行

B
行

C
行

D
行

E
行

T
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P

I

X

東

証

銀

行

指

数

平成17～18年度の実績と19年度の課題①

13

トップラインの拡大により、第９次中期経営計画(１８年度)の収益目標を達成

平成１８年度の株価騰落率は＋５．６％（東証銀行業指数△２０．７％）と地方銀行で当行のみがプラス

ムーディーズ社による長期格付「Aa3」に格上げ、財務格付「C+」は引き続き邦銀最高を維持

638
610

559
519

483
481

650
668

527
475

451

196

1,596
1,534 1,561

1,725

1,248 1,190 1,233 1,243
1,335

1,405

2,010
1,924

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度計画

基礎的業務純益 経常利益

経常収益 業務粗利益

（億円）

トップラインの推移 株式時価総額の推移
（億円）

６．４１％６．１７％連結ＲＯＥ（ＴｉｅｒⅠ）

０．４３％０．４４％連結ＲＯＡ

７２７億円７００億円連結経常利益

６１０億円６００億円単体基礎的業務純益

実績計画<18年度計画の達成状況>

５６．０％

３７０億円 ３７８億円連結当期純利益

５５．０％連結ＯＨＲ

地銀の株価騰落率（平成18年3月31日～19年3月30日）



平成17～18年度の実績と19年度の課題②

14

・ビジネスステーション機能強化（18/2月）

・豊橋ローンセンター新設（18/9月）

・厚木支店新設（18/10月）

・静銀セゾンカード（株）設立（18/10月）

・融資業務センター設置（19/1月）

・「基礎的内部格付手法」　「粗利益配分法」の認可（19/3月）

・インターネット支店開設（19/5月）

・リスク軽減型専用投信
　「七夕気分」発売（17/7月）

・元本保証付変額年金
　「グッドニュース」発売（17/10月）

・しずぎん＠gricom開催（18/2月）

・「ｊｏｙｃａ」本体発行（18/3月）

・住宅ローン利用者専用無担保ローン
　「ネクストワン」発売（18/7月）

・無担保大型カードローン　「アップグレード」発売（18/8月）

・ビジネスステーション専用商品「ビジネスパスポート」発売（19/1月）

・「ALL-S」ｶｰﾄﾞ受付開始（19/4月）

・「Ｓｈｉｚｕｇｉｎｓｈｉｐ」発足（19/4月）

経 営 基 盤 の 強 化17年度

商
品
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

１７～１８年度の主な施策

１９年度の課題

〔収益力の強化〕

・法人取引のすそ野拡大

・団塊マーケットや富裕層への対応

〔効率性の向上〕

・リスク管理態勢の一層の高度化

・経営資源の戦略的活用



Ⅱ平成１９年度の取組みⅡ平成１９年度の取組み



中期経営計画最終年度（平成19年度）の経営目標

15

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ
（当期純利益／Ti e rⅠ）
連 結 Ｒ Ｏ Ｅ
（当期純利益／Ti e rⅠ）

連 結 Ｒ Ｏ Ａ
（ 当 期 純 利 益 ）
連 結 Ｒ Ｏ Ａ
（ 当 期 純 利 益 ）

連 結 Ｏ Ｈ Ｒ連 結 Ｏ Ｈ Ｒ

効
率
性
指
標

連結ＢＩＳ自己資本比率連結ＢＩＳ自己資本比率

健
全
性
指
標

連 結 経 常 利 益連 結 経 常 利 益

単 体 の 基 礎 的 業 務 純 益単 体 の 基 礎 的 業 務 純 益

収
益
目
標

連 結 当 期 純 利 益連 結 当 期 純 利 益

見直し後計画見直し後計画

６．５％６．５％

０．４６％０．４６％

５４．８％５４．８％

１０．９１％１０．９１％

７００億円７００億円

６３８億円６３８億円

３９０億円３９０億円

※旧ＢＩＳ基準

グループの目標指標

当初計画当初計画

６．５％以上６．５％以上

０．４％以上０．４％以上

５５％程度５５％程度

１０％程度１０％程度

６００億円６００億円

６２０億円６２０億円

３５０億円３５０億円

金利要因除き620

１０．８６％１０．８６％

１８年度実績１８年度実績

６．４１％６．４１％

０．４３％０．４３％

５５．０％５５．０％

７２７億円７２７億円

６１０億円６１０億円

３７８億円３７８億円



法人部門の取組み

固定金利

市場連動

定期性預金

16

法人部門は、ボリューム・レート両面の拡大により高収益貸出資産を増強

新規貸出先の獲得、ビジネスマッチングへの取組み強化により地域シェアをアップ

次世代経営者塾“Ｓｈｉｚｕｇｉｎｓｈｉｐ”を通じ、お客さまとの永続的なリレーションを構築していく

240 239
235 238

252

286

309

1.776
1.687

1.529
1.492

1.629
1.592

1.529

16年上期 16年下期 17年上期 17年下期 1８年上期 1８年下期 １９年上期

利息

レート

法人部門の円貨貸出金利息およびﾚｰﾄの推移

静岡県内貸出金シェアの推移

（億円、％）

新規貸出先の獲得額

(東京､名古屋､大阪を除く)
上期５７０億円

９５５億円
(上期４６１億円)

(ビジネスマッチング件数)

７００億円６８９億円ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞに伴う融資獲得

７００件７０８件

＋１，０２７億円
＋１，４６３億円

(計画比＋４)
ミドルリスク層への取組み強化等に
よる中小企業貸出の平残増加

５億円

１９億円 １９億円対顧デリバティブ手数料獲得

５億円シンジケート等手数料獲得

【主な取組み】

次世代経営者塾“Shizuginsｈｉｐ”の概要
　・１９年４月発足、会員数：６５２社９９０人(１９年４月末)
　・フォーラム、セミナー、交流会の開催
　・インターネットを通じた経営･財務相談、事業支援

（18年度実績） （19年度計画）
＋３４＋３４

１９年度計画

円貨貸出金平残増加＋１，６４８億円

利息増加＋８７億円

手数料収益獲得２８億円

＋２３＋２３

25.5
26.0 26.2

26.9 27.3

19.2 19.4
19.9 20.0 20.3 20.5

24.7 24.9
24.5 24.7

24.4 24.5 24.2

26.5
25.8

20.4

16/3末 16/9末 17/3末 17/9末 18/3末 18/9末 19/3末

（％）

地方銀行（静岡銀行除き）

信用金庫

静岡銀行

計画



個人部門の取組み

固定金利

短プラ・新長プラ

市場連動

定期性預金

流動預金

17

個人部門は、住宅ローンを中心とした消費者ローンの積上げにより収益向上

セグメント別担い手の見直し等により、富裕層への取組みを強化

180 181
184 184

190

223

206

2.329

2.228

2.1272.142

2.292
2.256

2.212

16年上期 16年下期 17年上期 17年下期 18年上期 18年下期 19年上期

利息

レート

個人部門の円貨貸出金利息およびﾚｰﾄの推移

（億円、％）

個人年金保険販売額

グループの株式投信販売額

消費者ﾛｰﾝの積上げ（末残増加）

１，５４５億円１，４９７億円

１，２５０億円１，２２０億円

２０２億円

＋１，４９１億円
(計画比＋２８４)

２５０億円ﾈｸｽﾄﾜﾝ･ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞ新規極度額

＋１，２３４億円

【主な取組み】 （18年度実績） （19年度計画）

＋１６＋１６

１９年度計画

円貨貸出金平残増加 ＋１，１７３億円
利息増加 ＋５４億円
預り資産販売による収益７８億円

＋１７＋１７

富裕層

準富裕層

プラチナ層
１億円以上

30百万円以上

10百万円以上

カンパニーＰＢ

（1人当り約70人）

プライベートバンキングの再構築

出所：平成１７年国勢調査

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

男 女

エリアＦＰ

（1人当り約280人）

預り資産リーダー

約1,100人

約132,000人

約16,500人

静 岡 県 の 人 口 構 造

計画



チャネルの拡充

固定金利

市場連動

定期性預金

18

成長が見込まれるマーケットへの新規出店、既存店舗の移転新築による機能強化を進め、地域シェアの拡大、近隣他県にお
ける営業力強化をめざす

窓口営業時間中の来店が難しいお客さまに対する商品提供の機会を充実させるため、インターネット支店を開設

「ｊｏｙｃａ」、 「ALL-S」 、｢LuLuCa｣クレジットカード

ＣＤ・ＡＴＭ

インターネット支店

１５，３３２台（無料化提携／１４，３５９台）

１９年５月開設、一般顧客は１９年７月より取引開始

ダイレクトチャネル

店舗チャネル

７ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

１８５計

１５ローンセンター

店　舗 １６３

【国内店合計】

※仮想店舗を除く

３ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

４ローンセンター

店　舗 ４４

【中部地区】

２ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

５ローンセンター

店　舗 ４１

【東部地区】

１ローンセンター

店　舗 １５

【東京・神奈川地区】

２ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾃｰｼｮﾝ

４ローンセンター

店　舗 ５９

【西部地区】１ローンセンター

店　舗 ４

【愛知・大阪地区】

インターネット支店の開設

Ｗｅｂｻｰﾋﾞｽ

取
引
機
能

地方銀行

ﾒｶﾞﾊﾞﾝｸ

ﾈｯﾄ専業
銀行 ●

静岡銀行
（第１段階）

静岡銀行
（第２段階）

●



フロント業務特化型店舗への取組み

19

新営業店システムの展開、融資事務集中化を実現し、フロント業務特化型店舗の構築を進める

Ａ
Ｔ
Ｍ

Ａ
Ｔ
Ｍ

キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト

金金

庫庫

融融

資資

渉
外
渉
外

内 部 事 務内 部 事 務

預金・為替・公金等

支店長支店長

出出 納納ハイカウンターハイカウンターローカウンターローカウンター

簡
易
応
接

簡
易
応
接

入口入口入口入口

壁面キャビネット壁面キャビネット

渉　外渉　外 支店長支店長

壁壁 面面 金金 庫庫

カウンターカウンター
取次取次

Ａ
Ｔ
Ｍ

Ａ
Ｔ
Ｍ

貸
金
庫

貸
金
庫

相
談
ブ
ー
ス

相
談
ブ
ー
ス

応接室応接室
クイッククイック

カウンターカウンター

入口入口

サービスサービス
カウンターカウンター

ハイカウンターハイカウンターローカウンターローカウンター

〈相〈相 談〉談〉 〈個人・新規等〉〈個人・新規等〉 〈法〈法 人〉人〉

〈個人・入出金・振込等〉〈個人・入出金・振込等〉

〈ロビーアシスタント〉〈ロビーアシスタント〉

現行店舗のイメージ図 目指す店舗のイメージ図

・営業支援システム稼働（18/11月）　　　・新営業店システム展開（19/4月）
・融資業務センター設置（19/1月）

主な営業店関連施策

〔ロビー〕〔ロビー〕



335

351

40

726

335

357

40

732

326

374

41

741

326

399

43

768

16年度 17年度 18年度 19年度計画

税金

物件費

人件費

新営業店ｼｽﾃﾑ　＋１３億円
ｱｺﾞﾗ浜松　 ＋ ４億円
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ支店　 ＋ ３億円
事務委託費　 ＋ ５億円

経費および投資･人員計画

20

平成１９年度経費はトップラインの持続的拡大に向け、システム関連、店舗関連費用が増加

ＯＨＲは５５％程度を維持していく

経費およびＯＨＲの推移

58.9％
● ●

●
●

58.9％
55.5％

54.6％

投資額(累計ベース)の推移

人員の推移

３，１１０３，０７３３，０３８３，１２０銀行全体

２，８７０２，８８１２，９５３３，０７７うち行 員

２４０

20年3月末
計画

１９２

19年3月末

８５

18年3月末

４３

17年3月末

　ｸﾘｴｲﾄﾊﾟｰﾄﾅｰ

（人）

（億円）

+２５

９０６４２３店舗関連

<主な投資額>

１７３７９４６システム基盤整備

２６３

19年度計画
（3年間）

１４３

18年度
（2年間）

６９

17年度

　合　計

（億円）

・新営業店ｼｽﾃﾑ導入 ６９
・勘定系ﾊｰﾄﾞ更改設計 ４１
・OAﾊﾟｿｺﾝ・ｻｰﾊﾞｰ・情報系ｼｽﾃﾑ更改 ３０
・営業店回線のﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ化 １９
・ｱｺﾞﾗ浜松　３７

中計期間中の主な投資内容



平成１９年度の業績予想

△３７２６１２９８法人税等　　　　 （△）

与信費用 （△）

当期純利益

経常利益

株式等関係損益

不良債権処理額 （△）

基礎的業務純益

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費 （△）

業務粗利益

経常収益

【銀行単体】

４０

３６３

６６８

４６

５３

６１０

６０８

△１３

７４１

１，３３５

１，９２４

１８年度
実績

＋２７７６８

△２１

＋１７

△１８

△１６

△３４

＋２８

＋２９

＋１３

＋７０

＋８６

前期比

３８０

１９

１９

６３８

２，０１０

６５０

３０

６３７

―

１，４０５

１９年度
予想

21

過去最高益

３７８

７２７

２，２６４

１８年度
実績

＋１２３９０連結当期純利益

△２７

＋９６

前期比

２，３６０連結経常収益

７００連結経常利益

１９年度
予想【連結】

（億円）

54.8

55.0

58.3

17年度 18年度 19年度計画

（％）

559

610
638

17年度 18年度 19年度計画

（億円）

基礎的業務純益推移

連結ＯＨＲ推移



グループ経営の方向性①　～直面する経営環境～

22

少子・高齢化
団塊世代の退職

規制緩和
(保険全面解禁、銀行代理店等)

ゆうちょ銀行の誕生
政府系金融機関の再編

格差社会の拡大 地域金融機関統合の動き ﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ、Ｊ-ＳＯＸ導入

経済の広域化

道州制の導入
都市と地方の二極化 金融商品取引法の施行

顧客満足の向上

取引先
企業価値の向上

株　主
存在感の向上
地域社会

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄの向上
従業員

平成２０年度より次期中期経営計画をスタート
地域融資シェア30％を目指す

平成２０年度より次期中期経営計画をスタート平成２０年度より次期中期経営計画をスタート
地域融資シェア地域融資シェア3030％を目指す％を目指す

〈経済・社会環境の変化〉 〈 制 度 面 の 変 更 〉〈 金 融 業 界 の 動 向 〉



グループ経営の方向性②　～経営の方向性～

23

すべてのステークホルダーからのロイヤリティを高め、静岡銀行グループのコーポレートブランド価値の向上を図る

静岡銀行グループ
コーポレートブランド価値の向上コーポレートブランド価値の向上

成長可能利益の確保 ⇒ 持続的成長

法人取引先

株 主 個人取引先

従業員

資本政策
・適切な資本管理
・株主還元

投　資
・中長期保有

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄの向上
・思い入れ、成果創出意欲
・高い付加価値の創造 ES（従業員満足）

・やりがい、成長実感
・多様な働き方への対応

地域社会

企業ｲﾒｰｼﾞ向上

・愛着をもたれる銀行

地域貢献
・環境対策
・公共、公益活動

顧客ﾛｲﾔﾘﾃｨ

・静岡銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟへの信
頼、愛着
　　・永続的な取引

CS（顧客満足）
・高品質な金融ｻｰﾋﾞｽ及
び利便性の提供
　・安定した資金供給

直
接

的
な

利
益



静岡県経済の強み（１）静岡県経済の強み（１）

〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位前後に集中しており、全国的にも
高水準の経済力である

〈健全性〉静岡県内の企業倒産率は低水準にあり、健全で体力のある企業が多い。また、地公体の財政も全国的にみて健全である

２．３７％２．３８％２．７４％３．２２％〃 （全 国）

１０位７位１２位１５位〃 （低い方から順位）

－６５．３６３．７６２．４財務力指数 （静岡県）

－４２．８４１．１４０．８〃 （全 国）

－６位５位５位〃 （順 位）

１．８７％１．５７％１．７６％２．１９％信用保証協会代位弁済率（静岡県）

２１位※８位７位７位〃 （低い方から順位）

０．２８５％※０．２５２％０．４１９％０．４１７％〃 （全 国）

０．２５４％※０．１６９％０．３２０％０．３１７％企業倒産率 （静岡県）

平成１８年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度

注）企業倒産率は暦年ベース、それ以外は年度ベース　　　　　　　　　　　　　　　　※平成17年4月より、任意整理を除外した法的整理のみを対象としている

注）年度ベース ※速報値

※３位

※２，９５６，０６４

※１７３，２２８

－

５，０３３，６６８

－

平成１７年度

－２，８４４，７２１２，７３７，３４４国内製造品出荷額

－１０位１０位県内総生産の順位

－１６６，９９８１５９，６３８県内製造品出荷額 （億円）

－３位３位県内製造品出荷額の順位

－４，９８２，８０４４，９３７，４７５国内総生産

－１６０，６８９１６０，１５６県内総生産 （億円）

平成１８年度平成１６年度平成１５年度
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〈成長性〉静岡県はニュービジネスに取り組む企業も多く新しい産業が生まれている

〈地域の雇用・企業収益〉

－３３５３３３３４２〃 （全 国）

－６位１５位６位〃 （順 位）

※＋９．３％△０．５％＋１５．４％＋１４．１％企業収益（前年比）（静岡県）

※＋６．２％＋１２．３％＋２０．３％＋１４．４％〃 （全 国）

－３３３３２６３４１月平均賃金 （静岡県） （千円）

１．０６倍０．９５倍０．８３倍０．６４倍〃 （全 国）

１．２５倍１．１４倍１．０４倍０．８８倍有効求人倍率 （静岡県）

平成１８年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度

静岡県経済の強み（２）静岡県経済の強み（２）

注）有効求人倍率については年度末月ベース、月平均賃金は暦年ベース、それ以外は年度ベース 　　 ※ １８年度計画

※１ 旧中小企業創造法に基づく認定企業
※２ 中小企業新事業活動促進法に基づく承認・認定企業、なお、経営革新計画承認企業数は１９年１月末時点の数値

注）工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース

５６新連携認定企業数（※２） （静岡県）

１６１１６０〃 （全 国）

１０２８５８１６０工場立地件数（静岡県）

１，７８２１，５４４１，３０４１，０５２〃 （全 国）

３位３位１位１位〃 （順 位）

１７２１９４１７４１９１経営革新計画承認企業数（※２） （静岡県）

４，０５３４，４２１４，３２２３，９９５〃 （全 国）

７位７位７位６位〃 （順 位）

５位４位〃 （順 位）

２１４１研究開発事業計画認定企業数（※１） （静岡県）

平成１８年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証

するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


